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第6章 ごみ排出量の推計 
 

6-1 推計の基本方針 

ごみ総排出量原単位は現計画の目標をすでに達成していますが、近年は動向をみると、排出削

減が進んでいません。しかし、本町のごみ総排出量原単位は、全国の値と比較して150g/人･日以

上、北海道の値と比較して100g/人･以上も低く、本町におけるごみ排出削減はかなり進んでおり、

これ以上の大幅な削減は難しいと考えることができます。 

本町が構成町となり中間処理及び最終処分を行っている十勝圏複合事務組合では、くりりんセ

ンターの老朽化を考慮して、新たな中間処理施設を整備する計画が進められています。この計画

において、本町のごみ排出量の推計がなされており、本計画の推計値は、この計画の推計値と整

合を図ります。 
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6-2 ごみ排出量の現状推計 

 過去の人口推移、ごみ排出量の排出状況をもとに、現状の処理体制で推移した場合のごみ排出

量を推計します。 

 

１ 人口の推計 

 ごみ量を推計する上で、人口の推計が必要です。 

現在、本町は全道で最も人口の多いまちとなっていますが、平成22年度より人口減少が続いて

おり、今後も人口減少傾向が続くと想定されます。過去の本町人口実績から、将来人口を以下の

ように推計しました。 

 

表6-2-1 人口の推計結果 

                                        （単位：人） 

令和元年度 

(現状) 

令和 2年度 

（基準年次） 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

44,136 44,138 44,007 43,876 43,744 

 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 
令和10年度 

(目標年次) 

43,613 43,482 43,297 43,111 42,926 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-2-1 計画期間における人口推移 
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２ ごみ排出量の現状推計 

（１）家庭系ごみの現状推計 

家庭系ごみの現状推計は、平成26年度から令和元年度までの過去6年間の実績推移を勘案し、家

庭系原単位を推計します。過去6年間の家庭系ごみ原単位は、平成28年度以降増加傾向にあります。

したがって家庭系ごみの現状推計は、直近2年間の家庭系原単位の平均値とし、家庭系原単位を

551g/人とします。これに将来人口を乗じて家庭系ごみ排出量とします。排出区分ごとの排出量は、

実績をもとに、燃やすごみ60.3％、燃やさないごみ14.1％、資源ごみ25.6％とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-2-2 令和2年から令和10年度までの家庭系ごみ排出量の推移 

 

（2）事業系ごみの現状推計 

 事業系ごみの現状推計は、平成26年度から令和元年度までの過去6年間の実績推移を勘案し、年

間排出量を推計します。事業系ごみの排出量の過去6年間の推移は、一定で推移しています。 

よって、事業系ごみの現状推計は、平成26年度から令和元年度までの年間排出量の平均値とし、

3,066t/年とします。排出区分ごとの排出量は、実績をもとに、燃やすごみ95.9％、燃やさないご

み4.1％とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-2-3 令和2年から令和10年度までの事業系ごみ排出量の推移 

 

ごみ排出量［t/年］ 

ごみ排出量［t/年］ 
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（３）集団回収量の推計 

 本計画における集団回収量は、以下の資源回収を対象とし、住民一人一日当たり回収量（回収

原単位）を用いて推計します。平成26年度から令和元年度までの過去6年間の集団回収量は減少が

続いているため、回収原単位は令和元年度の実績値とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集団回収量等の資源回収別の将来の推計結果は表6-2-2のようになります。 

 

表6-2-2 集団回収量等の推計結果 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

原単位 

(g/人・日) 

町内会等による集団回収 89 60 60 60 

学校による回収 0.49 0.35 0.35 0.35 

布リサイクル 0.35 0.29 0.29 0.29 

廃食油リサイクル 0.36 0.37 0.37 0.37 

小型家電リサイクル 0.10 0.16 0.16 0.16 

合計 90 61 61 61 

排出量 

（t/年） 

町内会等による集団回収 1,480 963  961 940  

学校による回収 8 6  6 5  

布リサイクル 6 5 5 5  

廃食油リサイクル 6 6 6 6  

小型家電リサイクル 2 3 3 3  

合計 1,501 983  981 959  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集団回収量 

＝町内会等の集団回収＋学校回収＋布リサイクル＋廃食油リサイクル＋小型家電リサイクル 

 

推計値 

＝各資源回収の回収原単位（g/人・日）×人口（人）×（365日又は366日）÷106 

 

回収原単位の設定 

・町内会等の集団回収 60g/人･日 

・学校回収           0.35g/人･日 

・布リサイクル    0.29 g/人･日 

・廃食油リサイクル   0.37g/人・日 

・小型家電リサイクル  0.16g/人・日 
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(4)ごみ排出量の現状推計の整理 

 以上より、ごみ排出量（家庭系＋事業系）に集団回収量を含めたごみ総排出量の現状推計を表

6-2-3、表6-2-4に示します。 

 人口減少の影響によりごみ排出量と集団回収量は減少するため、ごみ総排出量は令和元年度よ

り減少し、目標年次（令和10年度）において12,658ｔ/年となる見込みです。また、ごみ総排出原

単位は増加傾向で推移し、目標年次において808g/人・日となる見込みです。 

 

表6-2-3 ごみ総排出量の推計結果 

                               （単位：t） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

 家庭系ごみ 燃やすごみ 5,508 5,273   5,320  5,206  

  燃やさないごみ 1,223 1,360  1,244  1,217  

  資源ごみ 2,202 2,282  2,258  2,210  

    8,933 8,915  8,822 8,633  

 事業系ごみ 燃やすごみ 2,850 2,888  2,940 2,940  

  燃やさないごみ 188 162  126 126  

    3,038 3,050  3,066 3,066  

ごみ排出量 

燃やすごみ 8,358 8,161  8,260  8,146  

燃やさないごみ 1,411 1,522 1,370  1,343  

資源ごみ 2,202 2,282  2,258  2,210  

 
11,971 11,965  11,888 11,699  

集団回収量等 1,501 983  981 959  

ごみ総排出量 13,472 12,948  12,869 12,658  

 

表6-2-4 各ごみの原単位の推計結果 

                                           （単位：g/人・日） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

 家庭系ごみ 燃やすごみ 332 332 332 332 

  燃やさないごみ 74 78 78 78 

  資源ごみ 133 141 141 141 

    538 551 551 551 

 事業系ごみ 燃やすごみ 172 182 184 188  

  燃やさないごみ 11 8 8 8  

    183 190 192 196  

ごみ排出量 

燃やすごみ 503 514  516 520  

燃やさないごみ 85 86  86 86  

資源ごみ 133 141 

  
141 141  

 
721 741  743 747  

集団回収量等 90 61  61 61  

ごみ総排出量 811 802  804 808  
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6-3 減量・資源化推進後のごみ総排出推計 

ごみ排出量現状推計に対して、本計画の減量目標、リサイクル目標を達成するために必要な減

量及び資源化推進を設定し、減量・資源化推進後のごみ総排出量を推計します。 

 

１ 家庭系ごみと事業系ごみの減量推進 

 現状推計では、人口減少に伴いごみ総排出量は減少する見込みですが、本町では今後もごみ減

量化推進に積極的に取組み、住民や事業者に対しごみ減量の啓発を行います。 

本計画では減量目標として、目標年次における家庭系原単位を531g/人･日と設定し、令和10年

度までごみ総排出量原単位を徐々に減量していきます。 

また、事業系ごみについては、目標年次における事業系ごみ排出量を2,915t/年と設定します。

令和10年度まで事業系ごみ排出量を徐々に減量していきます。 

減量推進後の家庭系ごみ排出量の推移を図6-3-1、事業系ごみ排出量の推移を図6-3-2に示しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-3-1 令和2年度から令和10年度までの家庭系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-3-2 令和2年度から令和10年度までの事業系ごみ排出量の推移 

ごみ排出量［t/年］ 

ごみ排出量［t/年］ 
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２ 資源化推進 

 資源化推進として、集団回収量増加の取組みを推進します。各集団回収の取組みを推進するこ

とにより、ごみからの資源回収量増加を目指し、目標年次における回収原単位を以下のように設

定します。資源化推進の取組みにより、令和10年度までに回収原単位を徐々に増加させていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源化推進後の集団回収量等の資源回収別の将来の推計結果は表6-3-1のようになります。 

 

表6-3-1 集団回収量等の推計結果 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

原単位 

(g/人・日) 

町内会等による集団回収 89 60 68 74 

学校による回収 0.49 0.35 0.38 0.43 

布リサイクル 0.35 0.29 0.31 0.34 

廃食油リサイクル 0.36 0.37 0.36 0.33 

小型家電リサイクル 0.10 0.16 0.14 0.11 

合計 90 61 69 75 

排出量 

（t/年） 

町内会等による集団回収 1,480 963  1,089 1,159  

学校による回収 8 6  6 7  

布リサイクル 6 5 5 5  

廃食油リサイクル 6 6 6 5  

小型家電リサイクル 2 3 2 2  

合計 1,501 983  1,108 1,178  

 

 

 

 

 

 

 

 

集団回収量 

＝町内会等の集団回収＋学校回収＋布リサイクル＋廃食油リサイクル＋小型家電リサイクル 

 

推計値 

＝各資源回収の回収原単位（g/人・日）×人口（人）×（365日又は366日）÷106 

 

令和10年度における回収原単位目標 

・町内会等の集団回収 過去6年間の平均より、74g/人･日 

・学校回収           過去6年間の平均より、0.43g/人･日 

・布リサイクル    過去6年間の平均より、0.34 g/人･日 

・廃食油リサイクル   過去6年間の平均より、0.33g/人・日 

・小型家電リサイクル 過去6年間の平均より、0.11g/人・日 
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３ 減量・資源化推進後のごみ総排出量の整理 

減量・資源化推進後のごみ総排出量及びごみ総排出原単位の推計結果を、表6-3-2、表6-3-3に

示します。目標年次におけるごみ総排出量は、12,413t/年となり、平成26年度から7.9％減量、令

和元年度から4.1％減量しています。 

 ごみ総排出量原単位は、目標年次において792g/人・日となり、平成26年度から2.3％減量、令

和元年度から1.2％減量となります。 

 

表6-3-2 減量・資源化推進後のごみ総排出量の推計結果 

                               （単位：t/年） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

 家庭系ごみ 燃やすごみ 5,508 5,273  5,214 5,017  

  燃やさないごみ 1,223 1,360  1,219 1,173  

  資源ごみ 2,202 2,282  2,213 2,130  

    8,933 8,915  8,646 8,320  

 事業系ごみ 燃やすごみ 2,850 2,888  2,886 2,795  

  燃やさないごみ 188 162  123 120  

    3,038 3,050  3,009 2,915  

ごみ排出量 

燃やすごみ 8,358 8,161  8,100 7,812  

燃やさないごみ 1,411 1,522 1,342 1,293  

資源ごみ 2,202 2,282  2,213 2,130  

 
11,971 11,965  11,655 11,235  

集団回収量等 1,501 983  1,108 1,178  

ごみ総排出量 13,472 12,948  12,763 12,413  

 

表6-3-3 減量・資源化推進後のごみ総排出原単位の推計結果 

                                           （単位：g/人・日） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

 家庭系ごみ 燃やすごみ 332 326 326 320 

  燃やさないごみ 74 84 76 75 

  資源ごみ 133 141 138 136 

    538 552 540 531 

 事業系ごみ 燃やすごみ 172 179 180 178  

  燃やさないごみ 11 10 8 8  

    183 189 188 186  

ごみ排出量 

燃やすごみ 503 505  506 499  

燃やさないごみ 85 94  84 83  

資源ごみ 133 142 

  

138 136  

 
721 741  728 717  

集団回収量等 90 61  69 

 

 

75  

ごみ総排出量 811 802  797 792  
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また、現状推計と比較したごみ総排出量及びごみ総排出量原単位の推移を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ごみ総排出量＝ごみ排出量＋集団回収量 

図6-3-3 ごみ総排出量の将来推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ごみ総排出量＝ごみ排出量＋集団回収量 

図6-3-4 ごみ総排出量原単位の将来推移 

 

 

 

 

 

ごみ総排出量 

［t/年］ 

12,948 

12,869 

12,763 

12,658 

12,413 

ごみ総排出量 

原単位 

［g/人・日］ 

802 
804 

808 

797 
792 
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6-4 ごみ処理量の推計 

算定したごみ排出量より、資源化処理量・焼却処理量・最終処分量を推計します。 

 

１ 資源化処理量の推計 

（１）大型ごみの一部再生利用 

再生利用量は以下の方法で算定します。 

 

 

 

 

 

（２）リサイクルプラザでの資源化量 

資源ごみの品目別資源化量は以下の方法で算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

表6-4-1 リサイクルプラザでの資源化量の推計 

（単位：t/年） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

搬入量（資源ごみ） 2,203 2,282  2,213 2,130  

資源化量 びん類 299 291  279 268  

  缶類 69 79  80 77  

 
ペットボトル 145 168  159 153  

 
プラスチック 600 570  578 556  

 
紙製容器包装・紙パック 246 228  239 230  

 
ダンボール 165 195  179 173  

 
新聞・雑誌 350 412  378 364  

  その他 106 105  100 96  

 
  1,980 2,048  1,992 1,917  

資源化残さ 223 234  221 213  

 

 

 

 

 

 

大型ごみの一部再生利用量＝家庭系燃やさないごみ×燃やさないごみからの搬出率3.5% 

 
※搬出率は過去6年間の実績をもとに設定 

リサイクルプラザ品目別資源化量＝（資源ごみ―資源化残さ）×品目別割合※1 

資源化残さ＝資源ごみ量×残さ発生率※2 

 
※1：品目別割合は、過去6年間の実績をもとに以下のように設定。 

びん類14%、缶類4%、ペットボトル8%、プラスチック29%、 

紙製容器包装・紙パック12%、ダンボール9%、新聞・雑誌19%、その他5% 

※2：過去6年間の実績をもとに、残さ発生率10% 

 



 

54 

 

２ 破砕処理量の推計 

破砕処理量は以下の方法で算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

表6-4-2 破砕処理量の推計 

                             （単位：t/年） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

選別前 
大型ごみ一部再生利用 47 53 43 41 

破砕選別処理量 1,611 1,568 1,299 1,252 

選別後 

破砕可燃物 955 1,020  818 789  

不燃物 475 371  338 326  

有価物 163 165  130 125  

外部委託処理 18 12  13 12  

 

 

３ 焼却処理量の推計 

焼却処理量は以下の方法で算定します。 

 

 

 

 

 

表6-4-3 焼却処理量の推計 

                            （単位：t/年） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

処理量 燃やすごみ 8,358 8,161 8,100 7,812  

  破砕可燃物 955 1,020 818 789  

 資源残さ 223 234 221 213 

 
  9,536 9,341  9,139 8,814  

焼却残さ（焼却灰＋固化ダスト） 1,285 1,276  1,188 1,146  

 

 

 

 

破砕選別処理量＝燃やさないごみ―大型ごみ一部再生利用 

 

破砕可燃物＝破砕選別処理量×63% 

不燃物＝破砕選別処理量×26% 

有価物＝破砕選別処理量×10% 

 
※不燃物は、破砕不適物、破砕不燃物、圧縮物等の埋立処分される量の合計を示す。 

※各比率は過去6年間の実績をもとに設定 

焼却処理量＝燃やすごみ＋破砕可燃物＋資源残さ 

 

焼却残さ（焼却灰＋固化ダスト）＝焼却処理量×焼却残さ発生率13% 

 

※発生率は過去6年間の実績をもとに設定 
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４ 最終処分量の推計 

焼却残さと破砕選別後の不燃物を処理対象とし、以下の方法で算定します。 

 

 

 

表6-4-4 最終処分量の推計 

                            （単位：t/年） 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

最終処分量 焼却残さ 1,285 1,276  1,188 1,146  

 
不燃物 475 479  338 326  

 
  1,760 1,755  1,526 1,472  

 

５ ごみ処理システム評価 

ごみ総排出量原単位、リサイクル率、最終処分率、最終処分量原単位について令和元年度と目

標年次の比較をします。 

ごみ減量に取組み、平成26年度に対して、目標年次においてごみ総排出量原単位を2.3%削減、

最終処分率を1.7%低下、最終処分原単位を11.3%削減します。資源化をより一層推進し、さらなる

リサイクル率の向上を目指します。 

 

表6-4-5 ごみ処理システム評価における現在との比較 

区分 
平成26年度 

（実績） 

令和元年度 

(現状) 

令和5年度 

（中間年次） 

令和10年度 

(目標年次) 

ごみ総排出量原単位(g/人・日) 811 802  797 792 

リサイクル率 27.4% 25.1% 25.6% 26.3% 

最終処分率 12.1% 12.8%  12.0% 11.9% 

最終処分原単位（g/人・日） 106 102  95 94  

※リサイクル率＝（処理による資源化量＋集団回収量等）÷（ごみ排出量＋集団回収量等） 

※最終処分率＝最終処分量÷ごみ総排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終処分量＝焼却残さ＋不燃物（破砕選別後） 


